
大和市告示第６３号 

大和市地域コミュニティ活動支援補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和７年３月２８日 

大和市長 古谷田  力 

 

大和市地域コミュニティ活動支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域住民が主体的に関わる持続可能な地域コミュニティ活動に対し、予算の

範囲内で補助金を交付することについて、大和市補助金交付規則（昭和４２年大和市規則第２１

号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 地域コミュニティ活動 地域住民の交流、福祉、防災、防犯、交通安全、環境美化その他の

地域において地域のために行われる全ての活動をいう。 

(2) 自治会 町又は字の区域その他本市内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形

成された団体（自治会地区連合会を除く。）であって、大和市自治会連絡協議会（以下「自治連」

という。）に加入しているものをいう。 

(3) 自治会館等集会施設 自治会又は自治会のみで構成される団体が所有し、又は賃借し、及び

管理運営を行い、自治会の活動のために使用する集会施設をいう。 

(4) 自治会掲示板 自治会が所有し、維持管理を行い、地域住民への広報手段としてポスター、

文書等を掲示するために設置している工作物をいう。 

(5) 青色防犯パトロール 青色回転灯を装備した車両を使用して防犯パトロールを行うことを

神奈川県警察本部長から認められた団体が、青色回転灯を装備した車両で巡回して行う自主防

犯パトロールをいう。 

（補助事業） 

第３条 補助事業は、次に掲げる事業とする。 

(1) 自治連を運営する事業 

(2) 自治会館等集会施設の新築、増築、改築、改修、改装、修繕、耐震診断、耐震改修工事、土

地賃借、建物賃借等の費用を、当該自治会館等集会施設の所有者又は賃借人に対し、この要綱

による補助金を財源とした補助（以下「間接補助」という。）を行う事業（新築、増築、改築、

改修、改装、修繕、耐震診断又は耐震改修工事の費用にあっては、自治会又は自治会のみで構



成される団体が所有する自治会館等集会施設に限る。） 

(3) 自治会掲示板の新設、撤去、建替、移設、修繕等を行う事業 

(4) 青色防犯パトロールを行う自治会又は自治会のみで構成される団体に対し、当該青色防犯パ

トロールに必要な経費の間接補助を行う事業 

(5) 当該自治会に加入する世帯の数に応じ、当該自治会に対し、自治会の運営に必要な経費の間

接補助を行う事業 

(6) 当該自治会の区域内の人口に応じ、当該自治会に対し、自治会の地域コミュニティ活動に必

要な経費の間接補助を行う事業 

(7) 地域住民の交流を促進し、地域を活性化させる特色ある事業又は地域コミュニティが行う持

続可能な地域コミュニティづくりを目的とした事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するもの（これらに対して行う間接補助

を含む。）は、同項第２号に掲げる補助事業としない。 

(1) 外構工事その他の自治会館等集会施設に接していない箇所に対して実施する工事 

(2) 造成工事及び建物等の取壊し又は撤去をする工事 

(3) 国、他の地方公共団体若しくはこれらに準ずる団体の補助金又は本市の他の要綱の規定によ

る補助金の交付を受けている工事 

(4) 過剰な設備の設置工事、不適格な用地の取得その他市長が不適当と認めるもの 

（補助事業者） 

第４条 補助事業者は、前条第１項第１号から第６号までに掲げる補助事業にあっては自治連、同

項第７号に掲げる補助事業にあっては次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) ５つ以上の自治会により構成された組織 

(2) 当該組織に加入する自治会の区域内の人口の合計が１０，０００人以上の組織 

(3) 当該自治会の区域内の人口が１０，０００人以上の自治会 

（補助金の額等） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は、別表第１に掲

げる区分に応じ、同表に定めるとおりとする。 

（申請等） 

第６条 申請者は、大和市地域コミュニティ活動支援補助金交付申請書に大和市地域コミュニティ

活動支援補助金補助事業計画書及び別に定める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、交付の適否を決定し、



大和市地域コミュニティ活動支援補助金交付決定通知書により当該申請者に通知するものとする。 

（交付条件） 

第８条 規則第６条第２項に規定する条件は、次のとおりとする。 

(1) 補助金を補助事業以外の目的に使用しないこと。 

(2) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（別表第１、２の項に規定する自治会館等

集会施設補助金により取得し、又は効用の増加した財産及び同表４の項に規定する地域防犯活

動支援補助金により取得した車両に限る。）（以下「取得財産」という。）については、減価償却

資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数（用地にあ

っては、２４年）を経過するまで、市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使

用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならないこと。 

(3) 市長の承認を受けて取得財産を処分することにより収入があった場合は、その収入の全部又

は一部を市に納付させることがあること。 

(4) 取得財産については、補助事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとと

もに、その効率的な運営を図ること。 

(5) 第３条第１項第２号及び第４号から第６号までに掲げる補助事業にあっては、当該間接補助

を行う相手方に対し、この要綱の規定に基づく補助金の額を交付すること。 

２ 自治連が間接補助を行うときは、当該間接補助を行う相手方に対し、この要綱の趣旨を理解さ

せ、並びに前項第１号から第４号までに掲げる事項及び第１３条の規定による書類の整備等を、

当該間接補助の交付条件として付さなければならない。 

（補助事業の変更等） 

第９条 補助事業者は、第７条の規定による補助金の交付決定の通知を受けた後に補助事業の計画

の変更（中止を含む。）をしようとするときは、大和市地域コミュニティ活動支援補助金変更申請

書に必要な書類を添え、市長に提出しなければならない。ただし、軽微な変更で市長がその提出

を不要であると認めるものについては、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、審査の上、適当と認めるものについて、大和

市地域コミュニティ活動支援補助金交付変更通知書により当該補助事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、大和市地域コミュニティ活動支援補助金実

績報告書に別に定める書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めるとき



は補助金の額を確定して、大和市地域コミュニティ活動支援補助金交付額確定通知書により補助

事業者へ通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１２条 補助金は、前条の大和市地域コミュニティ活動支援補助金交付額確定通知書に基づく正

当な請求書を受理した日から３０日以内に交付するものとする。ただし、市長が必要と認めた場

合は、第７条の規定により決定された額の全部又は一部について概算払をすることができる。 

２ 前項ただし書の規定により概算払をした場合は、第８条の規定による実績報告に基づき精算す

る。 

（書類の整備等） 

第１３条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿類及び証拠書類を整備し、当該補助対象事業が終了

した会計年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

（様式） 

第１４条 この要綱で使用する様式は、別表第２のとおりとし、その内容は別に定める。 

（委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（大和市自治会連絡協議会補助金交付要綱等の廃止） 

２ 次に掲げる要綱は、廃止する。 

(1) 大和市自治会連絡協議会補助金交付要綱（平成１８年大和市告示第１１４号） 

(2) 大和市自治会活性化事業補助金交付要綱（平成２０年大和市告示第５８号） 

(3) 大和市自治会活性化のためのラジオ体操事業奨励金交付要綱（平成３０年大和市告示第４６

号） 

(4) 大和市自主防犯活動団体補助金交付要綱（平成２０年大和市告示第５１号） 

（大和市自治会連絡協議会補助金交付要綱等の廃止に伴う経過措置） 

３ 施行日前に前項の規定による廃止前の同項各号に掲げる要綱の規定により交付した補助金の返

還については、なお従前の例による。 

 （地域活性・持続可能化支援補助金に関する経過措置） 

４ 別表第１、７の項備考の欄の規定は、令和６年度中に附則第２項の規定による廃止前の大和市

自治会活性化事業補助金交付要綱の規定による補助金の申請を行った同要綱第２条に規定する連



合自治会等については、令和１０年３月３１日までの間は適用しない。  



別表第１（第５条関係） 

区分 補助対象経費 補助金の額 備考 

１ 第３条第

１項第１号

に掲げる事

業に対する

自治会連絡

協議会運営

補助金 

人件費、事業費その他の自治連

の運営に必要な経費 

別に定める額  

２ 第３条第

１項第２号

に掲げる事

業に対する

自治会館等

集会施設補

助金 

自治会館等集会施設の新築又

は自治会館等集会施設のため

の用地購入に必要な経費（仲

介手数料、登記に要する費用、

収入印紙代、諸手続等に要す

る費用を除く。以下この項に

おいて同じ。）（経費の実支出

額が３００，０００円以上のも

のに限る。）として交付する補

助金 

左欄に規定する経費の

実支出額に１００分の

５０を乗じて得た額又

は１２，０００，０００円

のいずれか少ない方の額 

(1) 自治会館等集会

施設補助金を財源

とする間接補助を

受けた自治会に対

する補助金の額

は、当該間接補助

をした日が属する

年度から５年間

は、別に定める額

を上限とする。 

(2) 自治会館等集会

施設の増築等及び

耐震診断等を同時

に行う場合にあっ

ては、補助金の額

は、増築等に必要な

経費の実支出額に

１００分の３５を

乗じて得た額及び

耐震診断等に必要

な経費の実支出額

 自治会館等集会施設の増築、改

築、改修、改装又は修繕（以下

この項において「増築等」とい

う。）に必要な経費（経費の実

支出額が３００，０００円以上

のものに限る。）として交付す

る補助金 

左欄に規定する経費の

実支出額に１００分の

３５を乗じて得た額又

は３，０００，０００円の

いずれか少ない方の額 

 自治会館等集会施設の耐震診

断（当該自治会館等集会施設の

新築工事の着手が昭和５６年

５月３１日以前であるもので

左欄に規定する経費の

実支出額に１００分の

８０を乗じて得た額又

は３，０００，０００円の



あって、建築物の耐震診断及び

耐震改修の促進を図るための

基本的な方針（平成１８年国土

交通省告示第１８４号）に基づ

き、建築物の耐震改修の促進に

関する法律施行規則（平成７年

建設省令第２８号）第５条第１

項各号に掲げる者が行うもの

に限る。以下この項において同

じ。）又は耐震改修工事（耐震診

断を実施し、かつ、耐震診断を

行った結果、木造の場合、総合

評点が１．０未満と診断され、

改修後の総合評点が１．０以上

とし、非木造の場合、総合評点

が０．６未満と診断され、改修

後の総合評点が０．６以上とす

るものに限り、工事管理等及び

耐震改修工事後の耐震診断を

含む。以下この項において同

じ。）（以下この項において「耐

震診断等」という。）に必要な経

費として交付する補助金 

いずれか少ない方の額 に１００分の８０

を乗じて得た額

を合計した額又

は３，０００，０００

円のいずれか少

ない方の額とす

る。 

 自治会館等集会施設の土地賃

借に係る経費として交付する

補助金 

左欄に規定する経費の実

支出額に１００分の５０

を乗じて得た額又は当該

土地面積の固定資産税及

び都市計画税を合算した

額のいずれか少ない方の

額 



 自治会館等集会施設の建物賃

借に係る経費として交付する

補助金 

左欄に規定する経費の実

支出額に１００分の５０

を乗じて得た額（１月あ

たり３０，０００円を上

限とする。） 

３ 第３条第

１項第３号

に掲げる事

業に対する

自治会掲示

板設置改修

費補助金 

自治会掲示板の新設、撤去、建

替、移設、修繕等に必要な経費 

左欄に規定する経費の実

支出額とし、自治会掲示

板１基あたり３００，０

００円を上限とする。 

 

４ 第３条第

１項第４号

に掲げる事

業に対する

地域防犯活

動支援補助

金 

自治会において青色防犯パト

ロールに使用する車両の燃料

費として交付する補助金 

１台あたり３０，０００

円 

補助の対象となる

車両は、１自治会あ

たり各年度５台を

上限とする。 自治会において青色防犯パト

ロールに使用する車両（車体の

色が概ね上半分を白色、下半分

を黒色とした車両に限る。）の

自動車保険料及び駐車場賃借

料として交付する補助金 

１台あたり５０，０００

円 

自治会において青色防犯パト

ロールに使用する車両の購入

費として交付する補助金 

２００，０００円 補助の対象となる

車両は、１自治会あ

たり各年度１台を

上限とする。 

５ 第３条第

１項第５号

に掲げる事

業に対する

自治会基本

会議費、事業費その他の自治会

を運営するために必要な経費

として交付する補助金 

次の各号に掲げる当該自

治会に加入する世帯の数

に応じ、当該各号に定め

る額 

(1) １世帯から１００世

当該自治会に加入

する世帯の数は、会

費を徴収する自治

会にあっては当該

自治会における前



運営補助金 帯まで ４０，０００

円 

(2) １０１世帯から

２００世帯まで  

４５，０００円 

(3) ２０１世帯から

３００世帯まで  

５５，０００円 

(4) ３０１世帯から

４００世帯まで  

６０，０００円 

(5) ４０１世帯から

５００世帯まで  

７０，０００円 

(6) ５０１世帯から

６００世帯まで  

８０，０００円 

(7) ６０１世帯から

７００世帯まで  

９０，０００円 

(8) ７０１世帯から

８００世帯まで  

１１０，０００円 

(9) ８０１世帯から

９００世帯まで  

１３０，０００円 

(10) ９０１世帯から

１，０００世帯まで  

１５５，０００円 

(11) １，００１世帯か

年度の決算書に記

載された会費収入

で計上された当該

自治会に加入する

世帯の数と、会費を

徴収しない自治会

にあっては当該自

治会に加入する意

思が確認できる区

域内の世帯（書類等

によって当該意思

が確認できるもの

に限る。）の数とす

る。 



ら１，１００世帯ま

で １８０，０００

円 

(12) １，１０１世帯か

ら１，２００世帯ま

で １９０，０００

円 

(13) １，２０１世帯か

ら１，３００世帯ま

で ２００，０００

円 

(14) １，３０１世帯か

ら１，４００世帯ま

で ２１０，０００

円 

(15) １，４０１世帯か

ら１，５００世帯ま

で ２２０，０００

円 

(16) １，５０１世帯か

ら１，６００世帯ま

で ２３０，０００

円 

(17) １，６０１世帯か

ら１，７００世帯ま

で ２４０，０００

円 

(18) １，７０１世帯か

ら１，８００世帯ま

で ２５０，０００



円 

(19) １，８０１世帯か

ら１，９００世帯ま

で ２６０，０００

円 

(20) １，９０１世帯か

ら２，０００世帯ま

で ２７０，０００

円 

(21) ２，００１世帯以

上 ２８０，０００

円 

６ 第３条第

１項第６号

に掲げる事

業に対する

人口割補助

金 

自治会が地域全体に対して行

う防災、交通安全、環境、福祉、

防犯活動等の事業の実施に必

要な経費として交付する補助

金 

当該年度の４月１日に

おける当該自治会の区

域内の住民基本台帳人

口に５０を乗じて得た額 

 

７ 第３条第

１項第７号

に掲げる事

業に対する

地域活性・

持続可能化

支援補助金 

地域住民の交流を促進し地域

を活性化させる特色ある事業

を行うために必要な経費 

左欄に規定する経費の

実支出額に１００分の

５０を乗じて得た額又

は１００，０００円のい

ずれか少ない方の額 

同一の自治会が属

する組織が複数あ

るときは、同一年度

においては、いずれ

かの組織しか申請

できないものとす

る。 

持続可能な地域コミュニティ

づくりを目的とした事業を行

うために必要な経費 

左欄に規定する経費の

実支出額に１００分の

５０を乗じて得た額又

は２００，０００円のい

ずれか少ない方の額。た

だし、同一事業への補助

は連続する３年度を上限



とする。 

備考 補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。 

  



別表第２（第１４条関係） 

様式番号 様式の名称 関係条文 

第１号様式 大和市地域コミュニティ活動支援補助金交付申請書 第６条 

第２号様式 大和市地域コミュニティ活動支援補助金補助事業計画書 第６条 

第３号様式 大和市地域コミュニティ活動支援補助金交付決定通知書 第７条及び第

１２条 

第４号様式 大和市地域コミュニティ活動支援補助金変更申請書 第９条 

第５号様式 大和市地域コミュニティ活動支援補助金交付変更通知書 第９条 

第６号様式 大和市地域コミュニティ活動支援補助金実績報告書 第１０条 

第７号様式 大和市地域コミュニティ活動支援補助金交付額確定通知書 第１１条 

 


